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公務員の政治的行為をめぐる東京高裁判決に対する見解

さる５月13日、東京高等裁判所は、2005年９月に厚生労働省課長補佐が休日に職場や自宅から離れた場所で政党機関紙を集合住宅の郵便受けに配布していたところ、住居侵入の疑いで逮捕されたうえ国家公務員法違反の疑いで起訴された事案で、「公務員の政治的行為の制限を定めた国家公務員法に違反する」として、有罪とした一審・東京地裁判決を支持し、同課長補佐の控訴を棄却する判決を言い渡しました。
一方、2010年3月29日には同じ東京高裁において、旧社会保険庁職員が同様の行為を行ったことに対する判決では、「国家公務員の政治的行為を制限していることは合憲としながらも、「◎管理職ではない、◎勤務地から離れている」等々の判断の上で、公務員を取り巻く「社会的状況の変移」を考慮し、「公務員の政治活動の全面禁止は不必要に広すぎる」として、無罪判決を言い渡しており、全く同様の行為を巡って、東京高裁において正反対の判決が出されるという事態となりました。

自治労は従来から、一般の公務員に対する「政治的行為の制限」については、労働組合と政党との関係や、政治活動方針を尊重すること、および、政府による干渉の排除をうたった、ＩＬＯの「労働組合運動の独立に関する1953年総会」決議に示されているように、国際労働基準に沿ったものとすべきであり、職権乱用による政治的行為の制限など「必要最小限の制約」にとどめるべきであり、公務員法における「政治的行為の制限」にかかる規定の改廃が必要であると考えています。
今回の判決は、36年も前に出された最高裁判決を踏襲したもので、3月の判決における「社会的状況の変移」を一切顧みないものであり、判決を容認することはできません。

自治労は、連合とともに、司法改革に向けた取り組みを今後とも取り組んでいく所存であります。
　

　なお、本判決は「政党機関紙の配布」を政治的行為とし、「政治的行為」違反に対する罰則規定が定められている、国家公務員に対して出されたものであり、地方公務員に対する規定である地公法36条には、「政党機関紙の配布」は規定されておらず、また政治的行為に対する罰則規定は定められていません。
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